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エヌエヌ⽣命は、オランダにルーツを持ち、170 年におよぶ伝統を誇る NN グループの一員です。NN グループは、欧州および 

日本を主な拠点とし、18 ヵ国以上にわたり、保険および資産運用事業を展開しています。その名は、源流である「ナショナー

レ・ネーデルランデン」に由来しています。エヌエヌ⽣命は本年 4 月、日本での創業 30 周年を迎えました。 

 

日本社会と同様、中小企業経営者の高齢化が進んでおり、2015年における全国の社⻑の平均年齢は60.8歳、5人に1人

が70歳を超えたといわれています*。 生命保険を通じて日本の中小企業を応援するエヌエヌ生命保険株式会社（代表取締役

社⻑：サティッシュ・バパット、本社：東京都千代田区、以下「エヌエヌ生命」）は、このほど、全国の中小企業の経営

者 1000 名（会⻑職、社⻑職）を対象に「中小企業の経営者が考える経営状況予測・意識調査」を実施しました。 

調査では、2020年まで、さらに団塊の世代が75歳以上となる2025年以降について、経営者の事業継続への⾒通しをたずね

ました。 

(*株式会社東京商工リサーチ 「2015年 全国社⻑の年齢調査」より） 

 

調査結果ハイライト 

 

●中小企業経営者、”2020 年まで”は 61.1%が「安定・成⻑」基調と“明るい”予測 

●一方、超高齢化社会到来の”2025 年以降“、81.3%が経済環境に”悲観的“な予測 
 
 
 
 

●“明るい兆し”を⾒出す経営者の⼼情には、「安定した取引先」や「優秀な後継者」の存在         

●一方で現状の悩みや課題に、“人”と“資⾦”が浮かび上がる結果に 
 
 
  

●経営者の事業承継への準備については、全体の 44.0％が「準備していない」と回答 
●事業承継に先手を打っている経営者が進める対策は、「後継者の育成」と「資⾦の準備」 

●法人向け生命保険への加入は多い（64.9%）ものの加入している保険の保障額、保障期間
 の充足度は半数程度 

 

調査概要 
調査名称    「中小企業の経営者が考える経営状況予測・意識調査」 
調査期間 2016 年 10 月 14 日から 10 月 20 日 
調査方法 インターネット調査 
調査対象    全国の中小企業経営者 1000 名（男⼥ 30 代から 70 代） 
 
 
        

※従業数 5 人以上 300 人未満の企業経営者（会⻑職、社⻑職対象） 

 

Tokyo, Japan - 17  November  2016  

Press release 

中小企業サポーター エヌエヌ生命  

「中小企業の経営者が考える経営状況予測・意識調査」を実施  

2020 年までの“明るい”予測から 2025 年以降は”悲観的“に転じる結果に 

さらなる高齢化と突然の事業承継のリスク、急がれる対策は“人”と“資⾦” 

年代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 

人数 37 名 273 名 429 名 235 名 26 名 



２

エヌエヌ⽣命 「中⼩企業の経営者が考える経営状況予測・意識調査」サマリー

１．企業を取り巻く未来予測に対する⾒解

2020年までは「成⻑基調」・「良い状態で安定」が61.1％ (参照P4/Q1)と”明るい“予測の⾒解を⽰したものの、

2025年以降に対しては国内経済環境を中心に実に８割強が「あまり良くない」・「悪い」と悲観的な⾒解を⽰してい

ます（参照P5/Q3)。また、2025年以降、進む超高齢化社会からの経営への影響について「大きな影響がある」・

「少なからず影響がある」と考える経営者(85.4%）が目⽴ちました。(参照P5/Q4)

2. 会社経営に対する⾒解

明るい兆しを⾒出す経営者の心情には、経営存続に関る「安定した取引先の存在」や「優秀な後継者の存在」、

「他にはない技術、ノウハウがある」、「組織、会社の⼀体感、機動性」が大きく寄与していること(参照P8/Q6)

がわかりました。⼀方、悲観的な⾒解を出した経営者の多くは、“人”と“資⾦”に対する課題意識が大きいことが

如実となりました。(参照P9/Q7)

３. 事業承継に対する⾒解と対策

将来を憂いつつも、会社の今後の方向性についてたずねたところ、「必ず継続させたい」54.０%(参照P12/Q10)と

会社継続への強い意志が表れています。また、生涯現役についての意識については、「生涯現役で続けることは、良い

ことと思う」46.3%(参照P11/Q8)、「生涯現役でいることは、当然のことである」19.0% (参照P11/Q8)など、強

い「生涯現役意識」が浮き彫りになりました。

しかしながら、実際には「廃業させたい」・「状況によっては廃業も視野に⼊れている」と回答した経営者 (参照

P12/Q10)も34.9％おり、その理由として、「この先の事業の将来性に不安がある」53.3％のほか、「現状で後継

者候補がいない」45.8%という、おもに“人”に関係した心配を抱えている様子もみられました。

さらに事業承継の経験者に、そのきっかけについてたずねた質問では、「前任者の病気や障害のため」20.8%、「前任

者が亡くなったため」17.5%と、突然の事業承継*は38.3%（P13/Q12）となりました。

また、事業承継の経験者の中で、困難と回答した経営者は、「先代と⼀緒に事業承継のための経営ノウハウや人脈

などの引継ぎ・準備ができなかった」48.8%、「事業継続に必要な資⾦が不⾜・相続で多額の資⾦が必要だった」

42.7％、といった問題を抱えながらバトンを受け取っていることがわかりました。(参照P14/Q13)。

* 想定より早く事業を承継することになった場合を指します。

事業承継への準備については、全体の44.0％が「特に準備はしていない」と回答(参照P15/Q14)しました。

⼀方で事業承継の準備に先手を打っている経営者は、“人”の対策では「後継者の育成、⽀援体制づくり」38.2%

(参照P15/Q14)で、“資⾦対策”では「借⼊⾦の返済資⾦の準備」49.4%、「当座の運転資⾦の準備」46.7%、

「自社株対策資⾦の準備」30.1%、「相続対策資⾦の準備」28.4%などを挙げました。

(参照P15/Q15)

また、備えである法人契約の生命保険について、64.9%(参照P16/Q16)の経営者が加⼊していると答えています

が、生命保険への充⾜感について、保障額では「不⾜していると思う」27.9%、「不明（わからない）」22.6% (参

照P17/Q17) 、また、保障期間については、「不⾜している」21.4%、「不明（わからない）」25.0% (参照

P17/Q18)と、それぞれ半数前後で、保障額、保障期間への確信を持っていないことが分かりました。



１.企業を取り巻く将来予測について
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■”2020年まで” 「成⻑基調」・「良い状態で安定」の予測が約6割と、“明るい”予測

中⼩企業の経営者に、2020年までの自社の業績状況の予測を聞きました。

「成⻑基調」13.8%、「良い状態で安定」47.3%、「下降傾向」31.8%、「悪い」7.1%と回答しています。

「成⻑基調」もしくは「良い状態で安定」と答えた中⼩企業経営者、約６割（61.1%）が自社の状況についてポジティブな

⾒方をしていることが分かりました。

13.8%

47.3%

31.8%

7.1% 「成⻑基調」

「良い状態で安定」「下降傾向」

「悪い」

※Ｎ=1000
※単数回答

Q1. 2020年までのあなたの会社は、どのような状況と考えるか

1-1. 直近の将来予測、“2020年まで”を中⼩企業の経営者はどう⾒ているのか

・“2020年まで”は、「成⻑基調」・「良い状態で安定」が61.1％と “明るい”予測が目⽴つ結果に

・地域的には、関東以北で「成⻑基調」・「良い状態で安定」が高い傾向

4

■関東以北で“明るい”との傾向

Q1の”2020年まで“の予測について、「成⻑基調」・「良い状態で安定」と回答した方を地域別で⾒てみました。

すると「関東」が66.7％でトップ、続いて「北海道」65.2%、「東北」62.9%、「中国・四国」61.0%となっており、

⽐較的に関東以北の方が、“明るい”と予測する傾向がうかがえます。

13.8%

4.7%

11.3%

18.6%

12.8%

10.9%

10.4%

8.5%

47.3%

60.5%

51.6%

48.1%

38.5%

46.9%

50.6%

50.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

全体

北海道

東北

関東

中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄 59.2%

61.0%

57.8%

51.3%

66.7%

62.9%

65.2%

61.1%

Q2. 2020年までのあなたの会社は、どのような状況と考えるか（地域別）

※「成⻑基調」もしくは「良い状態で安定」の回答者合計

「成⻑基調」

「良い状態で安定」

※Ｎ=611
北海道28/東北39/関東262/中部92/近畿101/中国･四国47/九州･沖縄42

※単数回答
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2025年には団塊の世代が、75歳以上の後期高齢者となる時代を迎えます。日本人の5人に1人近くが75歳以上となる

超高齢化社会が到来するといわれている“2025年問題“。中⼩企業の経営者に、2025年以降の国内経済環境ととも

に、この超高齢化社会の影響についての意識を聞いてみました。

■8割強が ”2025年以降“の国内経済環境について悲観的

”2025年以降“の国内の経済環境を「良い」と回答した方はわずか1.2%。「まあまあ良い」と回答した17.5%とあわせても

2割弱でした。逆に「あまり良くない」は65.4%で、「悪い」と回答した15.9％とあわせると、8割強が2025年以降の経済環

境について悲観的な⾒方をしていることが分かりました。

1.2%

17.5%

65.4%

15.9% 「良い」

「あまり良くない」

「まあまあ良い」

「悪い」

※Ｎ=1000
※単数回答

Q3. 2025年以降の国内の経済環境を、どのような状況と考えるか

24.8%

60.6%

13.2%

1.4%

「大きな影響がある」

「少なからず影響がある」

「あまり影響はない」

「影響はない」

■85.4％が超⾼齢化社会の到来は、経営に“影響がある”と回答

2025年以降の超高齢化社会が、自社の経営に与える影響を尋ねた質問では、「大きな影響がある」24.8%、

「少なからず影響がある」60.6%と、あわせて85.4%が“なんらかの影響がある”と回答しています。

逆に「影響はない」と答えたのはわずか1.4%で、「あまり影響はない」13.2%とあわせても14.6%の結果になりました。

中⼩企業の経営者は超高齢化の影響を、大きな問題と捉えているようです。

Q4. 2025年に到来する超⾼齢化社会は、自社にどの程度影響があるか

1-2. ”2025年以降“の経済環境については悲観的、

また、超⾼齢化は会社経営に何らかの形での”影響あり“

・“2025年以降”の経済環境について、「悪い」15.9%、「あまり良くない」65.4%と回答
・超高齢化の経営への影響、85.4％ が“何らかの影響がある”と回答
・影響は、「従業員の高齢化・若年層の確保の問題」と「経営者自身の高齢化」

※Ｎ=1000
※単数回答

5



■超⾼齢化社会の影響、「従業員の⾼齢化の問題」56.0%、「自分の⾼齢化の問題」43.2%

Q4.の質問（超高齢化社会の自社への影響）で、「大きな影響がある」・「少なからず影響がある」と回答した方に、

その影響について聞きました。

回答のトップは「従業員の高齢化の問題（若い従業員を採⽤することが困難）」で56.0%、2番目は「自分の高齢化の

問題」で43.2%。 次いで、「高齢化による市場の縮⼩」 39.1% 、「高齢化により需要の変化・市場の構造の変化に

対応できない」 37.2%となっています。

市場の変化、需要の変化もさることながら、まずは従業員や経営者自身の高齢化への懸念が強いようです。

56.0%

43.2%

39.1%
37.2%

2.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

Q5. 2025年の超⾼齢化社会が自社に与える影響とは

※「大きな影響がある」・「少なからず影響がある」と回答した方を対象

「従業員の高齢化の問題
(若い従業員を採⽤すること
が困難)」

「自分の高齢化の問題」 「高齢化による
市場の縮⼩」

「高齢化により需要の変化・
市場構造の変化に対応
できない」

「その他」

※Ｎ=854
※複数回答
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2.会社経営について
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■経営者が考える“将来の明るい兆し“は、「安定した取引先」と「優秀な後継者」

会社経営にとって“将来への明るい兆し”についてお聞きました。

”明るい兆し“としては「安定した取引先の存在」が5割弱の47.6%、「優秀な後継者の存在」が32.7%、「他にはない

技術、ノウハウ」28.3％、「組織、会社の⼀体感、機動性」23.0%が挙げられました。

0.8%

5.2%

7.0%

14.8%

16.4%

17.0%

23.0%

28.3%

32.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

その他

海外への進出機会

マッチング機会の拡大

財政、資⾦⾯の⽀援の目処

新しい市場ニーズの可能性

ない

組織、会社の⼀体感、機動性

他にはない技術、ノウハウがある

優秀な後継者の存在

安定した取引先の存在

Q6. 会社経営にとって“将来への明るい兆し”について

※Ｎ=1000
※複数回答

2. 会社経営についての経営者の⾒解 “人”と“資⾦” がキーポイント

・経営上の“明るい兆し”は、「安定した取引先」47.6%、「優秀な後継者」32.7%

・現在の悩みのタネは「従業員の育成と離職の防⽌」、次いで「売上げの獲得」が上位に

8

47.6%



■多岐にわたる経営上の悩みのタネの上位は、「従業員の育成・離職防⽌」、次いで「売上げの獲得」

中⼩企業の経営者が今抱えている経営上の「悩み・課題」について聞きました。

回答のトップは、「従業員の育成・離職防⽌」39.1%。次いで「売上げの獲得」36.0%、「顧客の開拓」30.5%、

「後継者問題」25.0%、「競合他社との差別化」24.4%、「事業承継の問題」22.0%と回答しています。

大きな傾向として、「従業員」・「売上げ」・「後継者」・「事業承継」などの“人”と“資⾦”に関すること、「顧客の開拓」・「競

合他社との差別化」など“営業的な要素“に関する課題が上位にあげられています。”資⾦”に関しては、「売上げの獲得」

以外では「負債・借⼊⾦の返済」18.3%と「運転資⾦の資⾦繰り」17.5%が挙げられています。

13.5%

1.1%

4.2%

5.5%

8.6%

9.1%

11.9%

14.0%

15.5%

17.5%

18.3%

18.7%

18.9%

19.3%

19.3%

22.0%

24.4%

25.0%

30.5%

36.0%

39.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

特にない

その他

海外への進出

広告・広報、販促活動の強化

コンプライアンス（法律・社会規範に則った経営）

製品等のブランド⼒（のれん、信⽤⼒）の強化

税⾦対策

経営体制の近代化・合理化

市場・ニーズ変化の把握

運転資⾦の資⾦繰り

負債・借⼊⾦の返済

技術やノウハウの蓄積・継承

組織・人員配置の⾒直し

コストの削減

主要顧客の維持・関係強化

事業承継の問題

競合他社との差別化

後継者問題

顧客の開拓

売上げの獲得

従業員の育成・離職防⽌

Q7. 会社経営についての現在の悩みと課題

※Ｎ=1000
※複数回答
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3.事業承継について
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19.0%

46.3%

34.7%

■経営者は⽣涯現役志向が⾼く、「当然のこと」19.0％、「良いこと」46.3%

“経営者の生涯現役への意識”についての質問では、19.0%が「生涯現役でいることは、当然のことである」と答え、

さらに「生涯現役で続けることは、良いことと思う」と回答したのは46.3%でした。⾮常に積極的でエネルギッシュな

中⼩企業経営者の現役意欲を⾒ることができました。

Q8. 経営者の⽣涯現役についての意識

「生涯現役でいることは、当然のことである」

「生涯現役で続けることは、良いことと思う」

「生涯現役であることは、良くないことと思う」

※Ｎ=1000
※単数回答

3-1-a “⽣涯現役志向”が強い一方で “勇退できない現実” も

・経営者の現役志向、「生涯現役は当然」19.0%、「良いこと」46.3%と、“生涯現役肯定派”は65.3％

・また実際の続投意向は「仕事が生きがいで、できる限り続投したい」47.0%、しかし「勇退したいが現実には

やめられない」との回答も32.2%

■5割弱が「できる限り続投したい」、また「勇退したいと思うが現実はやめられない」も32.2%

“経営者続投への意向”についての質問では、47.0%が「仕事を続けていくことが生きがいなので、できる限り続投したい」

でトップ。中⼩企業経営者の仕事への情熱の強さがみてとれます。

「現在、勇退に向けて準備している」と答えた方も20.8%いましたが、32.2%は「勇退したいと思うが現実はやめられない」

と回答しており、厳しい現実をうかがわせています。

47.0%

20.8%

32.2%

Q9. 経営者の続投意向について

「仕事を続けていくことが生きがいなので、
できる限り続投したい」

「現在、勇退に向けて準備している」

「勇退したいと思うが現実はやめられない」

※Ｎ=1000
※単数回答
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3-1-b 会社継続への強い意思、不安要素は“将来性”と“後継者”

・「必ず継続させたい」54.0％の⼀方で、廃業を意識する経営者は３割強に

・会社継続の不安要素の第１位“将来性”、第２位“後継者の不在”

54.0%
31.6%

11.1%
3.3%

■「必ず継続させたい」54.0％、「廃業させたい」・「廃業も視野に⼊れている」も34.9％と弱気な一⾯も

経営者に対して、現在の会社についての今後の方向性を聞きました。

54.0%が「必ず継続させたい」との回答でしたが、⼀方で「状況によっては廃業も視野に⼊れている」31.6%、「廃業させた

い」3.3%と、廃業を意識する経営者が３割強いることが分かりました。「M&A等を検討」と回答した方は11.1%でした。

Q10. 会社の今後の方向性について

「必ず継続させたい」「状況によっては廃業も
視野に⼊れている」

「M&A等を検討」

「廃業させたい」

■「廃業させたい」・「廃業も視野に⼊れている」の理由は“将来性”、“後継者の不在”

前質問で「廃業させたい」・「状況によっては廃業も視野に⼊れている」と回答した方に、その理由（複数回答）を聞き

ました。⼀番は「この先の事業の将来性に不安がある」53.3%でしたが、「現状で後継者候補がいない」45.8%、

「後継者には、この様な辛い仕事はさせたくない」29.8%などの回答が挙がっており、後継者に関連する問題が廃業意識

を強めていることがわかります。

「事業がうまく
いっていない」

「この先の事業の
将来性に不安が
ある」

「後継者には、
この様な辛い
仕事はさせたくない」

「現状で後継者
候補がいない」

53.3%

45.8%

29.8%

10.0%

3.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

「その他」

Q11. 「廃業」の理由について

※Q10で「廃業させたい」・「状況によっては廃業も視野に⼊れている」と回答した方を対象

※Ｎ=1000
※単数回答

※Ｎ=349
※単数回答
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■前任者の病気や死亡などによる突然の事業承継のケースが38.3％

事業承継経験者に“事業承継のきっかけ”について聞きました。「前任者が会社経営を引退すると決めていた時期になったた

め」と予定通りの事業承継は58.4%でしたが、「前任者の病気や障害のため」20.8%、「前任者が亡くなったため」17.5%

と、突然の事業承継も38.3%となっています。

3-2. “事業承継”が突然のケース*も4割弱

・会社を継いだ時の事情、「前任者の病気や障害」20.8％、「前任者が亡くなった」17.5%で

突然の事業承継 38.3%

Q12. 事業承継のきっかけについて

※「事業承継」経験者（2代目以降の経営者）を対象

7.4%

17.5%

20.8%

58.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

「前任者が会社経営を引退すると
決めていた時期になったため」

「前任者が病気や障害のため経営
を続けていくことが難しくなったため」

「前任者が亡くなったため」

「その他」

※Ｎ=515
※複数回答
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* 想定より早く事業を承継することになった場合を指します。



■事業承継経験者に聞く、「ノウハウの継承」や「資⾦⾯の事前の準備」が円滑な事業承継には不可⽋

事業承継を経験した経営者515名の中で、「少し苦労した」・「⾮常に苦労した」と回答した方にその理由を聞いたところ、

「先代と⼀緒に事業承継のための経営ノウハウや人脈などの引継ぎ・準備ができなかった」48.8%、次いで「事業継続に

必要な資⾦が不⾜・相続で多額の資⾦が必要だった」42.7%と回答。課題を抱えながらの事業承継の姿が⾒えてきます。

円滑な事業承継のためには、事前の「経営ノウハウや人脈の継承」や「資⾦⾯の準備」が不可⽋となっているようです。

3-3. 経験者が振り返る“円滑な事業承継”には、

「経営ノウハウや人脈の継承」や「資⾦⾯の準備」が不可⽋

・経験者が事業承継で苦労したのは、「経営ノウハウや人脈などの引継ぎ・準備が不⼗分」48.8%、

「資⾦不⾜」は42.7%

Q13. 経験者による事業承継で苦労したことは何か

※「事業承継」の経験者（2代目以降の経営者）で「少し苦労した」・「⾮常に苦労した」と答えた方を対象

※Ｎ=82
※複数回答

「事業継続に必要な資⾦が不⾜・
相続で多額の資⾦が必要だった]

「先代と⼀緒に事業承継のための経営ノウ
ハウや人脈などの引継ぎ・準備ができなかった」

「相談相手がいなかった」

「人間関係（社内）がうまくいかなかった」

「顧客・取引先との関係がうまくいかなかった」

「新しい経営戦略の打ち出しに失敗した」

「その他」 6.1%

3.7%

7.3%

29.3%

39.0%

42.7%

48.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
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■事業承継への準備について、「後継者の育成、⽀援体制づくり」38.2%、
「資⾦の準備」36.2%と回答。しかし「特に準備はしていない」経営者も44.0%に。

事業承継のために「後継者の育成、⽀援体制づくり」と答えたのは38.2%、「資⾦の準備」は36.2%でした。着実に事

業継続への布石を打っている経営者がいる⼀方で、44.0%の経営者は「特に準備はしていない」と回答しています。

Q14. 事業承継への準備について

※Ｎ=1000
※複数回答

44.0%

1.0%

36.2%

38.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

特に準備はしていない

その他

資⾦の準備

後継者の育成、⽀援体制づくり

■事業承継への「資⾦の準備」、「借⼊⾦の返済資⾦」49.4%と「当座の運転資⾦」46.7%

「事業承継の資⾦の準備をしている」経営者にその内訳を聞いたところ、「借⼊⾦の返済資⾦」49.4%、

「当座の運転資⾦」46.7%と、それぞれ5割近くが承継後の当⾯の運営資⾦を挙げており、「自社株対策資⾦」30.1%、

「相続対策資⾦」28.4％と、それぞれ約3割が承継前後のタイミングに必要な資⾦を挙げています。

Q15. 事業承継「資⾦」についての準備の内容

※事業承継で資⾦⾯の準備をしていると回答した方を対象

※Ｎ=362
※複数回答
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3-4. 将来の課題、事業承継への備えについて

先⼿を打つ経営者は“後継者の育成、⽀援体制づくり”や“資⾦⾯の準備”

・現状で事業承継の備えは、38.2%が「後継者の育成、⽀援体制づくり」、「資⾦の準備」も36.2%。
しかし、「特に準備はしていない」との回答も44.0%

28.4%

30.1%

46.7%

49.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

相続対策資⾦の準備

自社株対策資⾦の準備

当座の運転資⾦の準備

借⼊⾦の返済資⾦の準備



35.1%

0.9%

9.2%

10.0%

11.7%

15.2%

16.9%

21.4%

25.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

「定期付終身保険」

「終身保険」

「逓増定期保険」

「⻑期定期保険」

「年齢で満期を定める定期保険」

「養⽼保険」

「更新型の定期保険」

「その他」

「加⼊していない」

Q16. 加⼊している⽣命保険について

■64.9%が何らかの⽣命保険に加⼊

生命保険(契約者=法人)の加⼊状況について聞いたところ、64.9%の経営者が、何らかの生命保険に加⼊していることが

分かりました。

※Ｎ=1000
※複数回答

3-5. “いざという時の備え“、法人向け⽣命保険への加⼊は多いが、

保障額、保障期間への充⾜度は半数程度
・現状で64.9%が何らかの生命保険に加⼊
・しかし、加⼊する保険の保障額、保障期間への充⾜度は半数程度
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53.6%

21.4%

25.0%

■保障期間の充⾜度、こちらも約半数は確信持てず

さらに、「加⼊している生命保険の保障期間について、充分だと思いますか」と聞きました。

「充分だと思う」との回答は53.6%でしたが、「不⾜している」21.4%、「不明（わからない）」25.0%との回答が

半数近くに上りました。

※Ｎ=649
※単数回答

Q18. 加⼊している⽣命保険の保障期間の充⾜度合

※何らかの生命保険に加⼊していると回答した方を対象

17

■保障総額の充⾜度、半数が「充分だと思う」49.5%、一方 「不⾜していると思う」27.9%、

「不明（わからない）」22.6％と、半数強は保障額に対して確信を持っていない状況

Q16.で、何らかの生命保険（契約者=法人）に加⼊していると回答した方に、その保険の「保障額（総額）に

ついて、充分だと思いますか」と聞きました。「充分だと思う」との回答は49.5%と約5割、残りは「不⾜していると

思う」27.9%、「不明（わからない）」22.6%と、半数が保障額が適切かどうかの確信を持っていないことが分かり

ました。

49.5%

27.9%

22.6%

「充分だと思う」

「不⾜していると思う」

「不明（わからない）」

Q17. 加⼊している⽣命保険の保障額（総額）での充⾜度合

※何らかの生命保険に加⼊していると回答した方を対象

※Ｎ=649
※単数回答

「不明（わからない）」

「不⾜していると思う」

「充分だと思う」




